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住宅着工戸数(2019 年７月) 

～持家が大きく減少するなど、駆け込み需要の反動減が生じ始めた可能性が高い～ 
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○７月の住宅着工戸数は 91.0万戸 

国土交通省より発表された７月の新設住宅着工戸数は前年比▲4.1％（コンセンサス：同▲5.4％、

レンジ：▲6.2％～▲3.6％）とコンセンサスを上回る結果となり、季節調整値（年率換算）では 91.0

万戸（前月比▲1.3％）となった。 

利用関係別に季節調整値をみると、分譲（６月：26.2万戸→７月：27.2万戸）が増加した一方で、

持家（６月：31.1万戸→７月：29.0 万戸）及び貸家（６月：35.4万戸→７月：34.4万戸）が減少し

た。分譲については、２ヶ月連続の増加となったものの、依然として首都圏マンションの販売価格が

高止まりする中で在庫がダブついていることを考慮すると、今後も増加の動きが続くとは考えにくく、

一時的な振れによる増加であるとみている。貸家については、アパートローンの監視強化等の影響が

引き続き下押し圧力になっているようだ。持家については、前月比▲6.6％、８ヶ月ぶりの低水準にま

で減少している。既に駆け込み需要はピークアウトし、反動減が生じ始めている可能性が高い。 

 

○駆け込み需要の反動が出始めるも、その規模は限定的に 

先行きについて、持家は、駆け込み需要のピークアウトにより、減少傾向で推移するとみている。

昨年秋頃から増加基調を維持してきた持家であるが、駆け込み需要の反動によって徐々に水準を切り

下げていくとみられる。分譲についても、弱い動きが続くとみている。首都圏のマンション価格は依

然として高値圏で推移しており、このことが新築マンション販売戸数の減少要因となっている。販売

が落ち込むことで、マンション在庫の調整が遅れ、分譲マンションの着工は抑制されていくだろう。

不動産経済研究所が発表した７月の首都圏の新築マンション販売戸数をみると、前年同月比 35.3％減

と販売が大きく落ち込んでおり、持ち直しには時間がかかりそうだ。貸家については、金融庁による

(単位：万戸）

新設住宅着工戸数 持家 貸家 分譲
（季年率） 前年比 （季年率） 前年比 （季年率） 前年比 （季年率） 前年比

％ ％ ％ ％

2018年 8月 95.8 1.6 27.8 0.2 41.1 1.4 26.1 2.9
9月 94.3 ▲ 1.5 28.3 ▲ 0.0 39.4 ▲ 5.8 25.9 4.3

10月 95.0 0.3 29.1 4.6 38.3 ▲ 7.3 26.7 9.2
11月 95.5 ▲ 0.6 28.7 2.5 38.6 ▲ 6.9 27.5 6.1
12月 96.1 2.1 29.4 4.8 36.7 ▲ 7.9 28.7 16.5

2019年 1月 87.2 1.1 29.4 3.3 34.3 ▲ 12.3 24.8 19.8
2月 96.7 4.2 30.2 9.9 38.7 ▲ 5.1 25.3 11.4
3月 98.9 10.0 30.3 8.9 37.4 ▲ 4.5 31.7 33.0
4月 93.1 ▲ 5.7 31.0 9.2 34.6 ▲ 16.7 25.1 ▲ 6.0
5月 90.0 ▲ 8.7 30.3 6.5 33.9 ▲ 15.8 24.2 ▲ 11.4
6月 92.2 0.3 31.1 12.9 35.4 ▲ 12.2 26.2 7.8
7月 91.0 ▲ 4.1 29.0 3.3 34.4 ▲ 15.2 27.2 5.1

（出所）国土交通省「住宅着工統計」
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アパートローンの監視強化もあり、貸家需要を取り巻く環境は当面厳しい状況が続くとみている。総

じて、住宅着工を取り巻く厳しい環境や持家を中心とした駆け込み需要のピークアウトにより、減少

傾向での推移が続くと予想される。ただし、2019年 10月の消費税率の引き上げ幅が８％から 10％へ

の２％と 2014年の増税時と比較して税率の引き上げ幅が小さいことや、政府による駆け込み需要の平

準化の効果が大きく駆け込み需要の発現が小規模に止まったことから、反動減の規模も限定的となる

ことが予想される。 
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(出所)国土交通省「新設住宅着工統計」
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※実線は３か月後方移動平均


